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ストップ・リニア！訴訟 中間判決控訴審判決
２０２０年１２月１日、ストップ・リニア！訴訟の原告５３２名（約3/1）の原告適格を認めな

いとする不当な中間判決が出され、１６６名の原告が東京高裁に控訴。

１１月２８日に判決が出されました。

判決は、相模川の水を飲料水とする原告３４名（相模原・横浜）と

残土搬出ヶ所２００ｍ以内の原告２名（愛知県）の計３６名の原告適

格が認められ、東京地裁に差し戻されました。残りの１３０名は控訴

を棄却されました。

＜関島弁護団共同代表の報告＞

相模原と横浜の原告は相模川の水を浄水場に入れて水道水の水を飲んでいる。上流のリニア工

事によって水質が汚濁される危険性が否定できない。また、名古屋と春日井は、残土運搬車両の

運行による騒音被害を２００ｍまで認めたとの事。

なお、①乗車した場合に安全な運航を確保できる利益②南アルプスの美しい自然景観を享受す

る利益③ルート上ないし近辺に物権的権利（土地・借地・借家・立木トラスト等）を有するもの

の原告については原告適格を認めなかった。

～これからの裁判の流れ～

７月１８日に請求を棄却された原告の内、１５３名が東京高裁へ控訴。第1回口頭弁論は、2024

年４月２５日１１時～東京高裁。控訴を棄却された１３０名は最高裁に上告の予定。

地裁に差し戻された原告の裁判日程は、未定。

ストップ・リニア！訴訟原告団・弁護団・サポーターの声明
不当な判決・訴訟指揮に断固抗議し控訴したが、、今回の不適切な判断は、司法が「権利擁護

の砦」としての役割を放棄し、行政追随の姿勢を明らかにしたものであった。我々は本件工事を

中止させるまで、あらゆる手段を尽くしてたたかい抜く所存である。 （文責 建部）

報告集会で明かになったこと

JR東海、国交大臣に「認可申請（その３）及び変更」の認可申請（12月14日）

駅・車両基地の建築工事や設備工事などを（その３）として申請、同時に工事の完

了時期変更などを申請。

工事の完了を2027年から2027年以降とし、リニア開通時期の延期をはじめて認めた。

リニアは夢の乗り物か？
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何より不自然なのは、この新設道路のルートをリニアトンネル直上の住宅密集地に無理やり被せた点

にある。市は道路とリニアの工事は無関係だと言うが、これを真に受ける地元住民はほとんどいない。

JR東海は今年5月、西橋本2丁目を起点とするトンネル掘削を、早ければ1年後の2024年12月に開始す

ると公表したが、地下の権利契約を硬く拒否している住民がいる以上あり得ない話だ。リニア工事と道

路の関係性について、JR側も相模原市も、いつまで口を閉ざし続けるつもりなのだろうか。

リニアをテコとした橋本駅前再開発「大西大通り」新設
強引に進める相模原市 犠牲となる反対住民の声を完全に無視
今年(2023年)3月、総事業費538億円の「橋本駅周辺整備事業」について相模原市は都市計画決定し

た。ここには100軒の移転を伴う事業費174億円の大西大通り線新設計画が含まれているが、驚くべきこ

とに計画策定の段階で地元住民への意見聴取はおろか、昨年春まで道路建設に関する情報提供すら一

切なかった。多数の立ち退きを前提とする道路事業が、これほどまでに住民を無視する形で、公表後わ

ずか1年で都市計画決定に至るのは前代未聞である。

本村賢太郎市長は再選直後の4月の会見で、大西大通り線について記者に問われ「結論ありきで話を

もっていってはならない」と明言した。ところが7月の近隣住民説明会で市のリニア駅周辺まちづくり課

は、今年秋の事業認可取得をめざすとした。

市長との対話実現・・・だが「計画続行」は変わらず
一方で、西橋本2・3丁目の住民有志が強く求めてきた本村市長との対話集会が8月20日に実現した。

わずか1時間半という短い時間の中で15名の地元住民が発言したが、その大多数は道路計画の白紙撤
回を求める切実な声だった。だがこれに対する本村市長の回答は「計画を進める」というもので、
「結論ありきではない」とした以前の発言とは大きな隔たりがあった。
道路新設に対する反対意見の続出が直接影響したかどうかは不明だが、市は「今年秋の事業認可

取得をめざす」から9月議会では「今年度中の認可申請をめざす」として、事業の予定を半年後退
させた。

道路新設の必要性に根拠なし!
リニア開業時の橋本における自動車交通量の増加は、市の試算では1日18,430台(往復で数えた交

通量)となっている。ところが、リニア乗降客の95％は鉄道乗り換えで、乗降客が利用する自動車

台数の予測は、わずか630台でしかない。残りの17,800台は相原高校跡地の開発により発生すると

いうもの。この数字は、開発の中身が何も決まっていないのに、商業施設等の延べ床面積を勝手に

設定して打ち出した交通量で、現状では全く根拠がない。

相模原市は、「相模原ICから橋本駅南口への速達性を高めるために道路新設が必要」と主張する

が、圏央道を利用する市外からの車両数の増加は、市の試算でも1日1,100台(深夜を除き1時間で約

70台)にしかならない。既存の市道大西線、または緑区合同庁舎前の橋本大通り線を利用すれば十

分に対応でき、あえて大西大通り線を新設する必要性がないことは明白だ。

なぜリニアのルート上に道路を重ねるのか?・・・トンネル工事との因果関係



鳥屋地区において、鳥屋地域振興協議会・リニア対策委員会が主催した「関東車両基地中間報告会」が

２０２３年６月２４日、２５日の２日間行われました。

報告会での配布資料と事務局作成の報告資料を見て気になったJR東海等の説明のいくつかを紹介しま

す。

１） ７年経つが用地の取得済みは約半分だけ

JR東海との委託契約により神奈川県が用地の取得を開始してから７年目に入っています。鳥屋小学校が

廃校になり谷戸地区での移転などが進められているため、関東車両基地建設は順調に進行しているよう

に見えています。

しかし、ＪＲ東海の資料によれば、用地取得の進行状況は全体で５割程度。渡戸地区、中上・中下地区は未

実施、大上地区で２割、鳥屋小裏地区で４割しか進んでないことが明らかにされています。

このことは、地域の大勢の人が車両基地建設に疑問を持ち、賛同していないことの表れと言わざるを得

ません。JR東海は用地の手当てがついたところから工事を強行してくるものと思いますが、７年目に入って

も約半分の地権者からの賛同しか得られていない事実をしっかりと受け止めるべきです。

２） 「旅客線化は難しい」とのそっけない回答

地域の人びとが高い関心を持つ回送線の旅客化へのJR東海からの回答は「回送線において、お客様向

けのサービスを提供することは難しいと考えています」とのそっけないものでした。相模原市からは「リニ

ア中央新幹線の整備状況や鳥屋地区の状況等を踏まえ、機会を捉えて旅客線化を働きかけてまいります」、

神奈川県からは「JR東海の意見も聞きながら、相模原市と連携して取り組んでいきます」との漠然とした説

明でした。リニア本線ではない回送線の旅客化を図るためには鉄道事業法の許可を得ていくことが求めら

れます。採算性、経済性などの経営面や安全面等極めて高いハードルを越えなければなりません。

「お客様サービスの提供は難しい」とするＪＲ東海の態度を前にしても、あいまいな説明しかしない相模

原市と神奈川県の態度は真摯なものとは言えません。

３） 突如出てきた西門地区の住宅移転

西門地区に調整池が計画されることに伴い、西門自治会館とその周辺の住宅数軒が移転の対象になる

ことが明らかになりました。当初の説明会の時には一切その話はありませんでした。６０ヘクタールもの巨大

な開発区域の調整池の位置や規模等が抜け落ちたままの杜撰な計画での説明だったのです。

ＪＲ東海からは「何がなんでも家を移転する必要はないが、移転のお願いはさせていただくので、移転を

ご検討いただきたい」との説明です。

住宅やそこでの生活と調整池との関係やその影響を明らかにしないまま、「何がなんでも移転する必要

ないが・・・移転のお願いはさせていただく」という物言いも当事者を惑わせるものです。人びとがそこに

住居を構え暮らしていくことの重みへの想像力を欠いた傲慢な態度と言わざるを得ません。

４） ３年ほどで完成の根拠はどこに

JR東海は車両基地の工事を「今年度末から来年度に着手したい」と述べ、その完成を「２０２７年を目指す」

としています。２０２７年といえばあと３年ほどしかありません。

JR東海が当初世間に公表した工事工程表によれば車両基地の工事は１１年かかることになっていました。

このどこから「３年ほどで完成」が出てくるのでしょうか。またリニア新幹線の全体工事についても、「静岡

工区以外の工事については２０２７年の工事完成を目標に施工している」とも述べています。沿線各地でトン

ネル工事や残土処理の中断や遅れが発生している状況にも関らず、２０２７年までに工事が終了するかのよ

うな言いっぷりです。遅れに遅れて完成すら危ぶまれているリニア事業を、根拠も示さずに当初の予定通

りに完成するかのように説明することは無責任であり人心を惑わせるものです。

＊１２月１４日、ＪＲ東海は２０２７年としていた完成工期を「２０２７年以降」とし、国交大臣に認可申請しました。

その折の記者発表でも「２０２７年開業を断念したのではない」ことを強調しています。 （河内）

車両基地は３年ほどで完成をめざすと強弁（鳥屋地区：中間報告会）



今年の9月から小倉のリニア相模川橋梁右岸ヤード内で橋りょう基礎工事を行っていました。

「工事が失敗した」と“リニア新幹線を考える相模原連絡会”に小倉の地域住民から電話がありました。

「10月11日と12日、大きな音がドドドド…長く続き、振動で家が揺れた。ドスンという音の次にビビビビ…と

音がして家がバイブレーションのような揺れでビックリした。この地域から出られない、早く終わってほし

い。昨日はすごかった」と住民の訴えです。音は少し離れると家に遮られてしません。

AさんはJR東海に連絡し、職員来訪も「他のところは音がすごい、ここは静かな

方です」と言ったとのことです。10月19日私もJR東海に電話を掛け、「住民が地震

のような振動や音にビックリしています。錢高組から聞いていますか。何があった

のか住民に説明してください」と告げましたが、JR東海職員からは何も回答があり

ませんでした。市も工事失敗の事を知らず、住民にも説明がされていません。

この地域は以前、川で、その後は畑、住宅になったところで砂や石がゴロゴロ、

岩盤があるとAさんが教えてくれました。軟弱な土地に基礎工事をやるのは無理ではないだろうか。

10月27日、大型クレーン車や資材など撤去され、工事は止まったままです。

JR東海はここが終の棲家と言っていた方含めて数軒を立ち退きさせ、住宅ギリギリまで工事ヤードに

しています。地震のような揺れと言っていたBさんは11月に引っ越しました。

JR東海や市は「住民に寄り添う」と歌い文句にしていましたが、寄り添うのは工事ヤードです。同じ小

倉の住民が被害を受けているにも関わらず、11月25日JR東海は工事現場見学会のチラシをポスティン

グし、小倉の住民と湘南小学校の先生と児童が見学したそうです。

相模川の左岸（川尻）と右岸（小倉）では橋梁工事が始まり、機械音が響き渡っています。

リニア工事現場より私は風光明媚な小倉が好きでしたがもうそれはありません。 末永順子

「トンネル掘削は認められない」リニア静岡工区の土地所有

企業が表明。 利水者の合意されていないこと理由に、

国のリニア有識者会議。（テレビ静岡2022年11月16日発）

リニア静岡工区の土地所有企業は特種東海製紙KKで、南

アルプス2万4,430haの日本最大の山林保有会社。ＪＲ東海

は、この会社の許可なしに、トンネル掘削、残土排出の坑口

を建設できない。特種東海製紙KKのグループ会社で、山林

を管理する「十山(株)」関係者は、“トンネル掘削について会
じゅうざん

社の方針に現在も変更はない。（2023年11月22日）としてい

ます。

特種東海製紙の社有林、別名“井川山林”は・・１８９５年（明治

２８年）に、大倉財閥の創業者の大倉喜八郎が明治政府から

取得して以降、特種東海製紙が所有。当企業は「南アルプス

を守り続ける使命がある」として、「静岡県、静岡市、利水者

の合意もまだであり、トンネル掘削は認められない」と文書

表明している。(国交省第18回リニア静岡工区会議・2022年

11月16日)【「十山」資料2-1。16P】

リニアノーは、川勝静岡県知事だけではありません。

相模川橋梁工事で 大きな音と地震のような揺れにビックリ！！
JR東海、相模原市からは住民に対しての説明無し

リニアコンサートはプロパガンダ
JR東海は、10月14日、県駅工事現

場掘削底面を舞台に仕立て、相原高

校と弥栄高校の吹奏楽部他によるコ

ンサートを実施。

これは、まさにリニア市民総動員

体制を狙ったもの。『子どもの権利

条約』に照らしても、企業ビジネス

に子どもをまきこみ、人権無視した

悪質商法と言わざるを得ない。「リ

ニア相模原連絡会」は、10月11日に

『抗議書』をJR東海と駅新設工事企

業体に提出し、また、『抗議書』を

県教育委員会、両高校宛に郵送しま

した。 （浅賀）


